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港区みなと認知症サポートステーション認定事業実施要綱 

令和３年９月１６日 

３港保高第２２８１号 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、認知症のある人への適切な理解及び対応に努める店舗、

事業所、施設、企業等（以下「店舗等」という。）を港区みなと認知症サポ

ートステーションとして認定し、各店舗等のアイデアを生かした認知症のあ

る人やその家族への支援を行い、認知症のある人でも安心して利用すること

ができる港区みなと認知症サポートステーション認定事業（以下「本事業」

という。）を実施することにより、区民の認知症に対する関心及び理解を深

め、認知症のある人が尊厳を保持しつつ、住み慣れた地域で仲間とつながり

ながら役割を果たし、自分らしく暮らすことができる環境づくりを推進する

ことを目的とする。 

（認定要件） 

第２条 港区みなと認知症サポートステーションの認定（以下「認定」という。）

を受けることができる店舗等は、次に掲げる要件を満たす店舗等とする。 

（１）区内に店舗等を有すること。 

（２）店舗等に認知症サポーター養成講座(区が実施する認知症高齢者等及びそ 

の家族を支援するための方法等について学ぶ講座をいう。)を受講した者が 

１名以上在席していること。 

（３）本事業の趣旨を理解し、認知症になっても安心して住み続けられる港区 

を目指し、地域での見守りの目となること。 

（４）第５条の規定により認定を受けた店舗等（以下「認定店舗等」という。）

とするに社会通念上ふさわしくないと判断される問題を現に有していない

こと。 

（５）その業態が公序良俗に反していないこと。 

（認定申請） 

第３条 店舗等の代表者（以下「代表者」という。）は、認定を受けようとす

るときは、港区みなと認知症サポートステーション認定申請書（第１号様式）

を区長に提出しなければならない。 
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（認定要件の審査等） 

第４条 区長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査する

とともに、必要に応じて、第２条に規定する要件を満たしているかについて

実地に調査するものとする。 

（認定の通知等） 

第５条 区長は、当該申請に係る店舗等について、前条の規定による審査等の

結果、認定が適当であると認めるときは、港区みなと認知症サポートステー

ションとして認定し、港区みなと認知症サポートステーション認定・認定不

可通知書（第２号様式）により当該申請をした代表者に通知するとともに、

港区みなと認知症サポートステーション認定ステッカー（以下「認定ステッ

カー」という。）を交付するものとする。 

２ 区長は、当該申請に係る店舗等について、前条の規定による審査等結果、

認定が不適当であると認めるときは、その理由を記載した通知書により当該

申請をした代表者に通知するものとする。 

３ 区長は、第１項の規定による認定をしたときは、港区みなと認知症サポー

トステーション認定台帳（第３号様式。以下「認定台帳」という。）に登録

するものとする。 

（認定の変更等） 

第６条 認定を受けた店舗等（以下「認定店舗等」という。）は、認定店舗等 

の名称等の認定に係る事項に変更があったときは、速やかに港区みなと認知症

サポートステーション認定変更届（第４号様式）により区長に届けなければな

らない。 

２ 第４条の規定は、前項の場合について準用する。 

３ 区長は、第１項の規定による届出があったときは、その内容を確認した上

で、認定台帳の記載事項を変更するとともに、港区みなと認知症サポートス

テーション認定変更承諾書（第５号様式）により当該届出者に通知するもの

とする。 

４ 認定店舗等の代表者は、認定を辞退するときは、港区みなと認知症サポー

トステーション認定辞退届（第６号様式）により区長に届け出なければなら

ない。 

（認定の取消し） 
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第７条 区長は、認定店舗等が次の各号のいずれかに該当するときは、その認 

定を取り消すものとする。 

（１）第２条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

（２）前条第４項の規定による届出があったとき。 

（３）その他区長が特に必要と認めるとき。 

２ 区長は、前項の規定により認定を取り消したときは、認定台帳にその旨を

記載するとともに、港区みなと認知症サポートステーション認定取消通知書

（第７号様式）により当該代表者に通知し、認定ステッカーを返還させるも

のとする。 

（取組状況の確認） 

第８条 区長は、必要があると認めるときは、認定店舗等の代表者に対し、取

組の実施状況を確認することができる。 

（名称の使用） 

第９条 認定店舗等の代表者は、あらかじめ区長に協議の上、発行する刊行物、

広告等に港区みなと認知症サポートステーションの名称を使用することがで

きる。 

２ 前項の場合において、認定店舗等の代表者は、認定店舗等の商品及びサー 

ビスを区が推奨しているかのような誤解を与え、又は消費者の利益及び公正な 

競争を妨げるおそれのある表現を用いてはならない。 

（認定店舗等の公表） 

第１０条 区長は、認定店舗等の代表者が希望する場合は、認定店舗等の名称

等を区のホームページ等で公表するものとする。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、保健福祉支援部長が定

める。 

付 則 

この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

付 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


